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　 1．は じめに

　 1981年に施行された現行耐震基準」 いわゆる新耐震設計法で は 、 周知のよ うに
一

次設計 と二 次

設計の二 段階の設計 （確認）が採用されている。

一次設計は 、 基本的には従来の許容応力度設計

法を踏襲したものであり、 設計対象とする建築物が 中程度の地震に対 して使用上の支障が生 じな

い こ とを確認することを目標として い る。

一
方 、

二 次設計は 、 特に地震に対 して
一次設計で は網

羅で きない性状 （層間変形角、 剛性率 ・ 偏心率、 保有水平耐力等）を種 々 の 角度 （設計ルー
ト）

から検討するものと位置づ けられる。 中でも保有水平耐力の算定および確認 （ルー ト3）では部

材の靱性に期待 した （構造特性係数 ：Ds値）終局強度設計の概念が導入されており、 新耐震設計

法に関して特筆すべ き点である。 しか し、 許容応力度設計と終局強度設計という二 種類の設計法

の併用によ っ て 、 耐震設計の 明解さを欠いてい る部分も少な くない 。

　一般に 、 許容応力度設計法によっ て設計された建築物の保有水平耐力を算定する と、

一
次設計

の設計用地震力レベル （標準層せん断力係数 ：C砧 0．2）を上回ることは もとより、 これよ り大き

く設定されてい る必要保有水平耐力の レベル （（IO＝ 1．0、
　Ds≧ 03 ）を上回る ことも珍 しくない 。

この理由は、   材料弖鍍 の評価 （安全率）、   部材強度の評価 （算定式）、   構造規定、 応力再

配分、 基準化等による余剰配筋の評価 、   長期設計により決定される配筋の評価 、   非耐震構造

部材 （ス ラブ、 壁等）の負担強度の評価、   立体効果 （直交梁、 直交壁）の評価、 等の方法が一

次設計と二次設計で異なるためである。 これらの要因の うちで 、 許容応力度設計法と終局強度設

計法に 内在する本質的な相違は  と  のみである。 この ことは設計技術者、 研究者が経験的に理

解してい るこ とではあるが 、 材料強度および部材諸量の 組み合わせ 、 強度算定式の構成の相違等

の複雑な要因が相俟っ て定量的な把握を困難に してい る 。

　そこで 、 本論では新耐震設計法における許容応力度設計の終局強度設計に対する安全率を部材

強度レベルで検討する。 具体的には、 梁および柱の曲げとせん断、 および耐震壁の せん断に 関し

て 、 各設計用地震力レベ ルに相当する許容耐力と終局耐力を定量的に評価し、 許容応力度設計法

と終局強度設計法の相互関係を比較検討する。

　 2．梁、 柱の 曲げ強度安全率

　梁の許容曲げモーメン トおよび終局曲げモ ーメ ン トは、 それぞれ略算的に式（1）および （2）で

与え られる［1］
。
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ここ に 、 at は引張主筋の断面積、　d は有効せい 、 ノは応力中心 間距離、　f，
および Uy はそれぞ
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れ引張主筋の許容引張応力度および降伏点強度で ある 。

　梁の許容曲げモ
ー

メ ントに対する終局曲げモ ー
メン トの 比率 M

。
IM

。1 は 、
ス ラブの 協力幅 （考慮

するスラブ筋の量）を同
一

とすることを前提とすれば、 式 （1）および （2）よりMVM
。 i

＝ O．g　．　u
，
．d／if，

・j）となる 。 さらに 、 ノニ 7・d18および （」
y

＝ 1　．1・f，
（建設省告示 昭55建告第1794号第3）の 関係を考

慮すれば、 Mpa
。尸 1．13と一

定値で与えられる。

一
方 、 許容応力度設計に対する終局強度設計の設

計用地震力の比率は標準せん断力係数C 。と構造特性係数Dsの 関係に より1．5以上 とな る。 すなわ

ち、 許容応力度設計と終局強度設計の 両方を行っ た場合、 梁断面 （配筋）は概ね終局強度設計に

より決定されるこ とに なる。 ただ し、 実際には
一
次設計 （許容応力度設計）により配筋が決定 し

た断面 に対して保有水平耐力の確認を行うとい う手順を踏むため、

一次設計時の必要主筋量の端

数切り上げによる主筋の増量や二 次設計 （保有水平耐力算定）時にの みス ラブ筋を考慮する等の

事情により、 結果として
一次設計時に必要量が確保される場合もある 。

　
一
方 、 柱の場合には作用軸力レベル に より算定式の組み合わせが異な るこ ともあり、 M

。
IM

。1を

梁の ように
一

律に評価するこ とができない 。 そこで 、 代表的な断面に つ いて算定式に関係す る因

子を変数 としたパ ラメ トリッ ク解析を行 っ た 。 解析断面は bxD ＝ 80c〃1×80cm で あり、 引張側最

外縁か ら最外引張主筋までの距離がd
，
＝ 8cm で 、 同

一
降伏点強度の主筋が四面等間隔に 16本配筋

されているもの とした。 解析変数にはコ ンクリ
ー

ト設計基準強度 （以下 、
コ ンクリー ト強度と略

称）Fc、 主筋の降伏点強度（  、 引張主筋比 ptお

よび軸力比 n （＝ M の・D ・FO 、　N ：作用軸力）を

選択した。 また 、 許容曲げモーメン トは学会 RC

規準式田
、 および終局曲げモ

ー
メン トは多段配筋

柱に対するセ ンタ
ー
指針略算式［2】によりそれぞれ

算定した。 なお、 配筋条件を合わせるために許容

曲げモ ーメン トの算定の 際にも中間主筋を考慮 し

た。

　図 1（a）および （b）にそれぞれP ，

＝ 0．99％ （16

− D32 ）かつ Fc＝ 300kgffcm2の 柱に対する n
−
m

（2Vlth・D ・F丿
一M1φ・D2 ・F丿）相関曲線および

M
。
IMa厂 n 関係を

一
例として示す 。 両図は主筋の

降伏点強度が o
＞

； 3000、 3500および4000kg171cm2

の場合に つ いて 比較 してあ り、 図 1（a）にお ける

実線および破線はそれぞれ許容応力度式および終

局弖鍍 式による耐力線を表 している 。 また 、 同図

（b）に おける陰影部分は MVM
。i
〈 1．5となる領域で

あり、 Ds ＝ 0．3とした場合に終局強度設計で柱断面

が決定される領域に相当する。

　許容応力度式において引張主筋によっ て耐力が

決定される場合には、 梁と同様に終局弖鍍 式によ

る算定耐力との差は僅かであり、 主筋の 降伏点強

度に拘 らず MJM
。t
が L15 程度の値とな っ てい る。

、
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図 1　 曲げ強度に関する解析結果
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図2　許容応力度設計法と終局強度設計法の決定領域

しか し、 許容応力度式における釣合軸力比以上の範囲では、 軸力の増加に伴い MVM
．
が急増する。

また、 同
一
軸力比では、 釣合軸力比が小さくなる高強度主筋ほど MJM ．

の値が大きくなる。 なお、

この検討で は、 釣合軸力比以上の範囲において許容耐力が全て コ ンクリ
ー

トで 決定して い るが 、

圧縮鉄筋で決定する場合 （高強度 コ ンクリ
ー

トと低強度主筋を併用した場合）には 、 MVM
。iの値

はさ らに大きくなる。

　図 2は、 Ds＝ 0．3とした場合に柱断面が許容応力度設計と終局強度設計の どちらで決定されるか

を、 引張主筋比、ptとコ ンクリ
ー ト強度Fcの組み合わせで調べ たものである。 縦軸および横軸は

それぞれp ，
およびFc を表し、 軸力比がn ＝ 0．1、　O．2および0．3の 3種類および主筋の降伏点強度が

馬
＝ 3000および4000kgyllcm2の 2種類の場合につ いて示している。 なお、 図中の陰影部分はMVM

．
〈

1．5となる場合であり、 柱断面が終局強度設計で決まる領域を表してい る。

　同図より、
コ ンクリ

ー
ト強度の 減少、 あるい は引張主筋比、 主筋の 降伏点強度および軸力比の

増加に伴 っ て許容応力度設計により断面が決定 される領域が増加するこ とが認め られる。 すなわ

ち、 許容応力度式における釣合軸力比が小さなもの ほど許容応力時に断面が決定される可能性が

高い と言えよう。 なお、 軸力比が n ≧O．2で はほとんどの 場合、 断面が許容応力度設計で決定さ

れる結果とな っ ている。

　 3．梁、柱のせん断強度安全率

　梁および柱に対する許容応力度式と終局強度式の 関係を比較した もの を図3に示す。 解析対象

とした部材は 、 梁および柱共に断面を2章の曲げ強度の検討で用いたものと同一とし、 引張主筋

比 P尸0．99％ （16−D32 ） 、 せん断スパ ン比 1駻但 ・d）＝ 2圦 コ ン クリ
ー

ト強度Fc＝ 300kgfZc〃12お

よびせん断補強筋強度 ％
＝ 3000緋 切

2とした。 梁の場合は軸力比 n ＝ 0とし、 柱に つ い ては n ＝
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O．2とした。 同図は無次元化せん断力q （＝ 　e／th・D ・勾 ）とせん断補強筋比Pw の 関係で 描かれて

おり、 実線が許容応力度式を、 破線が終局強度式をそれぞれ表 して い る。

　梁の 終局せん断強度式としては、 次式で与えられる荒川式問がよく用い られてい る。

Qs ・ ｛諾譲i勞ギr鐙鍛，

・ 幺7厄 ｝・ゾ （3）

　こ こで 、 係数kuおよびkpは一般的にはそれぞ

れ ku＝ 0．72およびk
，

＝ O．82・P、

o・23
（ただ し・ Ptの単

位は％）で与えられる。 また 、 β＝ 0．115とした場

合が原式であり、 β＝ O．092とした場合には既往の

実験結果に対して下限値 （不合格率、 約5％）を

与える式となっ て い る。 前者は荒川me 組 式、 後

者は荒川min 式と俗称される。 なお、 図3におけ

る終局強度式は荒川mean 式で示されている。

　梁の許容せん断3鍍 式は、 荒川min 式に基づい

たもので ある［1］
。 すなわち、 F

、

＝ 24〔neglllcm2、　M ／

〔G・の＝ 3、 p，

＝ 2．0％ および Mft
＝ 240（）kgflcm2の梁

に対して 、 最少せん断補強筋比Pw ＝ O．2％のとき

コ ンクリー トの短期許容せん断応力度fsに一
致

0，15

倉
亭 o・1の

ζ
§ O．05
嵩

00
　　 0．5　　 LO　　 1．5

　　 Trzwzs・Reinf・　1tUio　：Pw 　（％♪

図 3　許容応力度式と終局強度式の比較

し、 せ ん断補強限界ρw
＝ L2 ％以下の範囲で常に式（3）に対して低い強度を与えるように設定され

てい る。 なお、

一
般的にはFc、　Ml（2・d）、　ptおよび f，

の組み合わせ によ っ て 、　p ”

＝ 1．2％付近で

許容せん断強度が終局せん断強度を若干上回る場合もある。

　柱の終局せん断強度式には、 式（3）に0．1・σ
。

・b ・j （u
。

：平均軸方向応力度）の軸力効果を加え

たiiVi】がよく用い られる。

一方、 許容応力度式では基本的には梁の式を準用しているが 、 脆性破壊

の回避を配慮 してせん断スパ ンrk　M ／（2・の の減少に伴う許容せん断応力度の割 り増しは行われて

いない。 すなわち、 図3にも示されるように、 許容応力度式による柱の強度は梁よりも常に低く、

終局強度式の場合とは逆の評価とな っ ている。 したが っ て 、 許容せん断強度に対する終局せん断

3鍍 の比率 e／e。，
は、 高軸力を受ける柱ほど梁の 場合に比して大きくなる。

　図 4（a）〜

（c）は それぞれQノρ．
｝：及ぼすせん断補強筋比Pw 、

コ ンクリ
ー ト強度、Fcおよびせん

断スパ ン比 1駻＠ ・のの影響を検討したものである。 同図は梁 （n ＝ 0）および柱 （n ＝ 0．2）別に、 そ

れぞれせん断補強筋強度％ が3000、 4000および600akgy／lcm2の場合につ いて示 している。 解析変

数以外の部材諸量は図3で検討したもの と同一とし、 同図（b）および（c）においては Pw ＝ 〔）．4％ と

した。 なお、 図中の 陰影部分は終局強度設計により配筋が決定される領域を表 して い る。

　許容応力度設計時の設計用せん断力は一次設計用地震力 （Co＝ O．2）か ら求め られるせん断力に

対して 1．5倍以上の係数を乗じたものか 、 あるいは部材両端が曲げ降伏 したときのせん断力の何れ

かで与えられる。 すなわち、 梁および柱のせん断に関しては
一
次設計において も終局強度設計を

行っ てい ることになる。 したがっ て、 Ds＝ O．3とした場合、 終局強度設計で配筋が決定される領域は

C／e。，
＜ 1，0となる。
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　梁および柱共にせん断補強筋比、
コ ンクリ

ー
ト

弖鍍 およびせん断スパ ン比の大きさに拘らず、 ほ

とん どの場合に許容応力度で配筋が決定される結

果とな っ ている 。 この理由は、 前述 したように許

容応力度設計において も終局強度設計時相当の設

計用せん断力に対してせん断設計を行っ ているこ

とに加え、 許容応力度式その ものが終局i鍍 式に

対してより低いせん断強度を与える式とな っ てい

るためである。 なお、 この検討結果はあくまで も

Ds ＝ 0．3とした場合の ものであり、
　Ds値の増加に

伴い終局強度設計で配筋が決定される領域も増加

する。 また 、

一般的な傾向としては、 e／g．
はコ

ンクリー ト弖鍍 および梁のせん断スパ ン比にはあ

まり影響を受けないが、 せん断補強筋比および柱

のせん断スパ ン比の増加に伴っ て顕著に減少する

と言えよう。

　4．耐震壁のせん断強度安全率

　耐震壁の許容せん断強度c剛
は、 壁板のせん

断ひび割れ強度g、
と、 壁板の コ ンクリ

ー トの負

担せん断力を無視 し、 壁筋により負担される壁板

の許容せん断力と壁板周辺の柱の許容せん断力の

和で与えられる強度g2によっ て 、　e．．1　
＝ 　max （ep

g丿で与え られる11】
。

一方、 終局せん断強度の算

定には、 前述の荒川式を耐震壁に適用できるよう

に修正 した式が用い られる［2］
。

　耐震壁の許容せん断9鍍 に対する終局せん断強

度の比率g認g圃
と壁筋比、

コ ンク リー ト強度

およびせん断スパ ン比の関係を検討 したものを図

5（a）〜

（c）に示す。 解析対象とした耐震壁は、 付

帯柱がbxD ＝ 80cm ×80cm 、　P ，
＝ O．99％およびPw＝

0．4％で あり、　壁厚 t
．

＝ 30cm 、 壁せい lw＝ 600

cm 、 壁筋比Ps＝ 0．4％ 、 F
．

＝ 300ksl／cm2 およびMl

（2 ． d）＝ 15 とした。 また、 同図は壁補強筋強度 が

％
＝ 3000および4000  ガ7c1η

2
、 軸力比がn ＝ Oおよ

び0．2の 場合につ いて描かれて い る 。 陰影部分は

Ds＝ 0．3とした場合に、 終局強度設計により配筋が

決定される領域 （2。．XC，． ，
＜ 1．5）を表す。

3．o

　 2．0
δ
＆

・

　 1．o

0
　 の　　　　　0．5　　　　 1．0　　　　 15

　　　1ims ．　Reinf・　1tatio　：Pw 　（％冫

ω Relhtiomships　between　e．
／2al　amlpw

3．o

　 2．0

奪
δ

1．o

Oiew
　　 240　　 300　　 36の

　　α P麗 ’伽 跏 π9必 3 」らo  〃‘〃の

ω 、RelatiOiuships　bet，veen 　e露
／2al　aml 　F ，

3．0

♂
°

δ
LO

　
Ol
．の　 2．0　 3．0　 40　 5．o

　　　　Shen 厂 Span　im
’
o　：　M ／（e・

の

（q丿RelatiOnships　beween　e．
ノeal　and 　M ／（efiの

図 4　せん断強度に関する解析結果

　耐震壁の場合には柱の場合に比べ
、 終局強度式に対する許容応力度式の安全率がさらに増加し、

ρw ／C欄 か 4以上 となる場合もある。 特に、 せん断スパ ン比が小さく、 壁筋比力沙 ない領域ではそ

の傾向が顕著となる。 また 、 e必2． ． 1は軸力比およびコ ンクリ
ー ト強度の増加、 あるいはせん断ス
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パ ン比および壁補強筋弖鍍 の減少に伴っ て増加す

る。 なお 、 壁補強筋強度が低 く、 壁筋比が少な

い場拾 には、 許容せん断1鍍 縄 板のせん断ひび

割れ強度で決定され、 9wnxewa，
は許容応力度式と

終局強度式におけるコ ンクリ
ー

トの負担強度の比

率に依存するため、 結果として コ ン クリー ト強

度の影響をあまり受けない （図 5（b）の 実線）。

　壁莇比に関してはPs＝ 0．3 〜 0．6％の 範囲で 2wv！

c．。1
の値が最大となる傾向がある。 この範囲は、

一
般的な耐震壁の壁筋比の範囲に概ね相当する。

すなわち、 現行の許容応力度設計法により設計さ

れた耐震壁は必要保有水平耐力に対 してかなりの

安金率を有していると言える。 この ことは、 1978

年の宮城県沖地震の 際に 、 壁率が大きい鉄筋コ ン

クリ
ー ト造建物ほど被害度が小さか っ たとい う調

査結果 （例えば、 志賀Map 【2］）と対応してい る。

ちなみに、 本検討の範囲で耐震壁の 許容応力度設

計レベルに相当する構造特性係数を単純に逆算す

ると、 Ds＝ 0．4 〜 O．8程度に なろう。

　 5 ．まとめ

　新耐震設計法における許容応力度設計 （
一
次設

計）の 終局強度設計 （二次設計）に対する安全率

を部材強度 レベル で検討 した。

　許容応力度設計に基づ く部材弓鍍 安全率は、 終

局強度設計によるもの と比較して、   梁および柱

の曲げ設計においては 、 許容曲げモ
ー

メン トが釣

合軸力比以上で決定される場合に大きくなる、  

梁および柱のせん断設計に関 しては概ね大きくな

る、   耐震壁のせん断設計では極めて大きくな

る、 という傾向がある。 特に 、 Ds値を0．3相当の

値とした場合には 、 梁 、 柱および耐震壁のせん断

設計は概ね許容応力度設計により支配されると言

えよう。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 図 5　耐震壁のせん断強度に関する解析結果
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